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東日本大震災とがん医療

東北大学
石岡千加史

平成23年7月23日 第9回日本臨床腫瘍学会3日目 緊急特別講演

東日本大震災で亡くなられた方々のご冥福をお祈りします。

また、被災された皆様に心よりお見舞い申し上げます。

2C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

身近なところで大きな災害（想定外）

気仙沼（第２の故郷）：
死亡２名（開業医ご夫
婦）、自宅全壊２軒（叔
母ほか）

東松島市：

死亡１名（研究室ＯＢ
の開業医）

名取市：

東北大学ボート部艇庫
一部損壊、競技ボート
多数消失

仙台空港・自家用車２
台流失

尾ノ崎、渡波～雄勝：
自宅全壊３軒（知人）

仙台市：

研究室設備・試料・試
薬１～２千万円の損害

東北大学
７７０億円損害

県名
死者数

A

行方不明
者数
B

死者＋行
方不明者

数
A+B=C

2010国調
人口
D

死者＋行方不
明者数／人口

C/D

北海道 1 0 1 5,507,456 0.00%

青森県 3 1 4 1,373,164 0.00%

岩手県 4,501 2,893 7,394 1,330,530 0.56%

宮城県 9,121 5,212 14,333 2,347,975 0.61%

山形県 2 0 2 1,168,789 0.00%

福島県 1,583 417 2,000 2,028,752 0.10%

東京都 7 0 7 13,161,751 0.00%

茨城県 23 1 24 2,968,865 0.00%

栃木県 4 0 4 2,007,014 0.00%

群馬県 1 0 1 2,008,170 0.00%

千葉県 19 2 21 6,217,119 0.00%

神奈川県 4 0 4 9,049,500 0.00%

合 計 15,269 8,526 23,795 － －

東日本大震災における死者・行方不明者数及びその率（県別）
データ：警察庁緊急災害警備本部広報資料 (5/29) ・ 総務省統計局ホームページ

※参考：阪神・淡路大震災時の兵庫県
［死者（6,402人）＋行方不明者数（3人）］÷1990国調人口(5,405,040人）＝0.12％ 内閣府ＨＰより引用
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内閣府ＨＰより引用

※１ 警察庁は「公民館・学校等の公共施設」及び「旅館・ホテル」への避難者を中心に集計。
※２ 当チームは①避難所(公民館・学校等)、②旅館・ホテル及び③その他(親族・知人宅等)を集計。

東日本大震災 阪神大震災

建築物
（住宅、店舗、工場など）

10兆4000億円 6兆3000億円

社会基盤施設
（河川、道路、港湾など）

2兆2000億円 2兆2000億円

ライフライン施設
（水道、ガス、電気）

1兆3000億円 6000億円

農地・農業・水産関連
施設等

1兆9000億円
5000億円

その他
（学校、病院など）

1兆1000億円

合 計 16兆9000億円* 9兆6000億円

東日本大震災と阪神大震災の被害額推計

平成23年6月24日内閣府（２０１１年度第２次補正予算案編成などの基礎資料）
*東京電力福島第一原子力発電所事故による被害は含まない

講演概要

１．私の東日本大震災（個人の経験）
２．東日本大震災の被害の現状
３．震災直後の医療の対応
４．がん医療への影響
５．課題と対策
６．復興への道筋

現在、なお継続的医療支援が必要な段階
→俯瞰するデータが不十分

東日本大震災
ー東北大学病院の取り組みと得られた教訓ー

平成23年6月21日

東北大学病院長
里見 進

東日本大震災ー東北大学病院の取り組みと得られた教訓ー 東北大学病院長・里見 進 から

第１段階： ３月１１日当日
入院患者および職員の安全確保と緊急のトリアージ体制の確立

災害対策本部の立ち上げ、毎日朝夕二回開催された災害対策会議

トリアージポスト設置

透析患者や在宅酸素療法など帰宅できない外来患者の一時収容

一般の比較的元気な患者は病院ではなく避難所のへの移動

1978年の宮城県沖地震の経験、県や市の地震対策、建物の耐震化免震化に

より建物の崩壊がほとんど無く、クラッシュ症候群などの重症患者がほとんど発
生しなかった。大学病院は野戦病院化しなかった。

東日本大震災ー東北大学病院の取り組みと得られた教訓ー
東北大学病院長・里見 進 から
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第２段階：発災１週間目

病院機能の復旧と仙台市周辺の医療機関への支援、およびトリ

アージの継続

トリアージの数は3月15日までに緑が582・黄色173・赤73・黒10

通常の外来は中止をし、手術は緊急手術だけ

放射線治療は1週間後から、化学療法は２週間後から（外来は

５診療日だけ休診）

被災地の病院の情報収集、全国の大学病院に支援要請

仙台市内の病院からの入院患者の受け入れ

県内の病院への医師の派遣を震災4日目から開始

東日本大震災ー東北大学病院の取り組みと得られた教訓ー 東北大学病院長・里見 進 から

東北大学病院の震災直後のトリアージ別患者数の推移

東北大学病院 病院だより ２２１号（震災特集号）から

石巻赤十字病院災害対策本部http://www.ishinomaki.jrc.or.jp/img/shinsai01.pdf

石巻赤十字病院の震災後のトリアージ別患者数の推移
第３段階：県内外の医療機関への支援強化 （発災２～３週間目）

気仙沼や石巻への医療チーム派遣支援

マイクロバスや大型バスで朝夕往復、延べ2000千人強派遣。

合言葉は「前線の病院を絶対に疲弊させるな！」 。全力で裏方に徹する。

石巻赤十字病院は野戦病院化。

沿岸部の最前線の病院で機能している病院に定期的に大量の医師を送り込む。

被災地の透析患者を一時受け入れて透析を行い、数日後に自衛隊の飛行機で北海道に

搬送。遠方の被災地からの患者が、最大で病棟に270名程。

感染症チーム、眼科、耳鼻科、精神科、皮膚科、歯科など専門家チームが避難所への巡

回を開始

第４段階：

避難所の長期的な診療体制の整備と病院の正常機能への復帰

短期滞在型のチームが多くの避難所に多数入り、統制がとれていない

現地のコーディネーターとエリアを区切り、１ヶ月間以上滞在できる長期滞在型のチー

ムを分担配置（エリアライン制）を導入

長期間滞在するチームを中心にして医療体制を組織化

東日本大震災ー東北大学病院の取り組みと得られた教訓ー 東北大学病院長・里見 進 から 東日本大震災ー東北大学病院の取り組みと得られた教訓ー 東北大学病院長・里見 進 から
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東日本大震災ー東北大学病院の取り組みと得られた教訓ー 東北大学病院長・里見 進 から

東日本大震災の影響を受けた事例（症例）紹介

ー石巻地区との医療連携ー

20C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

＃１．縦隔腫瘍（原発不明がん）、＃２．鎖骨上窩リンパ節転移、＃３．多発性肺転移

Ｈ２３年２月 石巻赤十字病院を受診、ＣＴで上記診断。、
Ｈ２３年２月１７日 東北大学病院腫瘍内科紹介。
Ｈ２３年２月２３日 入院。左鎖骨上窩リンパ節生検で悪性の診断が得られず、

その後、短期間に複数回生検を施行。
Ｈ２３年３月１１日 大震災の大津波で南三陸町の自宅が流され、その後、親戚の家に身を寄せた。

この間に病状進行。食物通過障害が増強。
Ｈ２３年３月２０日 弟の車で東北大学病院ER受診。脱水あり、帰りのガソリンがなく入院。

先の組織診断は腺癌（原発不明）。
疼痛コントロール目的の後縦隔放射線照射。
CBDCA＋PTX療法を4コース施行。
横断麻痺あり退院困難。帰る家なし。家族は仙台にアパートを借りて生活。

＃１ 肝細胞がん、＃２ Ｓ状結腸がん術後肺転移、＃３ 腎細胞がん術後

平成１６年 Ｓ状結腸がん、腎細胞がん、肝腫瘍切除。
平成２３年２月 石巻赤十字病院で糖尿病の経過観察中に偶然、肝腫瘍と肺腫瘍を発見。
平成２３年３月１１日 精査予定であった自宅が被災、検査中断。受診できない状況。
平成２３年５月２日 石巻赤十字病院でＣＴ行い、
平成２３年５月１１日 東北大学病院腫瘍内科紹介。

結局、肝腫瘍は肝細胞がん，肺転移は大腸がんからの転移が疑われた。
肝腫瘍は2月から著しく増大、TAEと化学療法。

患者の被災

21C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

患者の被災
＃大腸癌局所再発、肺転移

外来で化学療法中に震災のため自宅浸水（多賀城市）。
車も流され交通手段を失ったため来院できず。２ヶ月治療中断。

＃大腸腺内分泌細胞癌

平成２３年３月１１日 石巻赤十字病院に入院中、石巻市沿岸部の自宅は津波で流出、
義父・義母 を亡くした。 夫は患者の見舞い・看病のため病院内で無事。

その後、東北大学病院腫瘍内科に転院。化学療法開始していたが、東北大学病院の搬送受け入
れが重なり、やむなく退院。家族と家を失った患者を退院させてよいものか主治医は悩んだが、

仙台市内の知人宅に一時同居、その後、仙台市内にアパートを借り、往診診療所の在宅フォローを
受けながら 抗がん剤治療を継続中。

患者の被災
交通事情

22C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

患者の被災
医療機関の事情

胆管細胞癌

平成２３年３月上旬 転移性肝腫瘍が疑われ東北大学病院消化器内科紹介。
全身精査の結果、肝しか病変がないことから、

平成２３年3月14日 肝生検のため入院を予定されていたが震災のため生検できず。
自分の判断で順天堂医院受診し肝生検を受けて上記診断。

平成２３年４月７日 東京滞在中に腹水急速に増え東北大学病院腫瘍内科受診。
平成２３年４月１１日 化学療法開始。途中ＤＩＣスコア6点まで上昇したが、化学療法で徐々に改
善、

現在も治療継続中。もう少し遅かったら治療できなかった可能性あり。

食道癌

平成２３年２月 体重減少の精査のため仙台厚生病院受診し上記診断。
東北大学病院移植再建内視鏡外科紹介予定だったが、震災のため受診できず。
親戚を頼って千葉大学医学部附属病院外科に入院。
化学放射線療法を受けた（5月まで）。
現在、残存腫瘍に対して東北大学病院腫瘍内科で化学療法継続中。

悪性リンパ腫

標準化学療法（R‐CHOP）で治療継続中に震災。完全寛解を目指し休薬せずに治療を継続したかっ
た為、岩手県立中央病院の血液内科に１回だけR‐CHOPをお願いした。岩手県一関在住の方。

医療機関の事情

23C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

医療機関の事情

医療機関の事情

＃1 切除不能胃癌、＃2 多発リンパ節転移

平成２２年9月末～ 石巻市立病院で化学療法中。
平成２２年３月１１日 大津波で病院消失、鮎川の自宅全壊。

甥の自家用車で避難所→親戚の家→車中泊→仙台。
平成２３年３月２２日 仙台厚生病院を受診。東北大学病院腫瘍内科新患外来に紹介診。

初診時、治療歴情報無し。家族によると石巻市立病院にてS-1＋CDDP療法を5コース施行。平成２３
年２月ＣＴでＰＤ。２月１５日と３月１日に塩酸イリノテカンを投与された。石巻市立病院の主治医と情報
交換）。東北大学病院腫瘍内科で塩酸イリノテカン継続投与。仙台近郊にアパートを借用し、外来通院
中。

胃癌肝転移

平成２３年３月１０日 石巻市立病院で治療開始。
平成２３年３月１１日 大津波で病院消失、自宅浸水、避難所暮らし。
平成２３年４月７日 震災後初来院。

画像検査データは失われたが診療情報が山形市立病院済生館にバックアップされ役だった。

患者の被災
医療機関の被災

24C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

患者の被災
医療機関の被災
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東日本大震災・被災時の
がん入院患者の動向

東北厚生年金病院 腫瘍内科

森川直人

地震で配管や壁面の破損などにより約半数の病棟が使用不能。
入院患者75名全員が、その後2週間のうちに退院・転院となった。

【問題点】
自院の被災により、医療機能が維持できなくなり、100名を超える患者を他院に
転院させた。
がん患者に限ると、自宅の被災や、家族と連絡が付かない、といった理由で退
院の延期や転院を必要とした。

がん患者の転院先の決定については、
DMATなど救急患者対象の公的なネットワークは
全く機能せず、所属医局などの個人的なネットワーク
を通じ、東北大学病院や仙台厚生病院など
仙台市中心部で比較的、被災の少なかった病院に
転院。
電話が全く繋がらず、携帯のメールなどで連絡を
取り、逐次転院させた

★病院自体が被災した場合に、「全身状態は落ち着い
ているが退院困難」のがん患者を、他院がスムーズ

に受け入れできるネットワークの整備が求められる。

被災時に入院していた
７５名のがん患者の転帰

東日本大震災後の岩手医科大学付属病院
におけるがん診療と問題点

岩手医科大学附属病院
血液・腫瘍内科 伊藤 薫樹

 化学療法の実施状況

・停電により電子カルテが停止
手書きオーダーに移行する規定となっていたが、前回の投与日・投与量
の確認ができず混乱した。

・輸血製剤の入手が可能かが不明であったため、輸血が必要とされるケー
スは、確認できるまで白血病治療や外科手術を延期した

(主に予定入院の延期)。

 抗がん剤の調製・確保状況 (佐藤淳也がん専門薬剤師からの報告)

・停電による安全キャビネットの停止
非常用電源に対応していなかったため、被爆しながら調製せざるを得な
かった。

・医薬品不足が懸念されたが、来院患者数減少ために問題にならず。
(化学療法が予定通りに行われなかったともいえる)

・医薬品提供や不足薬品の調査
早期に院内調査を行い、不足分を把握すると同時に供給ルートを確保。
特に、本学会および専門医会からの迅速なご連絡・ご支援に感謝申し上
げます。

患者さんの受診状況 (当院 長澤昌子緩和ケア認定看護師からの報告）

・通院していた患者数は減少したが、２週後にはほぼ通常通りに回復していた。
・沿岸被災地から直接患者さんが受診され、詳細不明で確認をとる必要があった。
・化学療法の予定患者さんから連絡を受けたが、交通路がなく受け入れられない
ケースもあった。

・緩和ケアチームで対応していた沿岸地区の患者さんが転院できなくなり、
当院で継続治療あるいは被害の少なかった緩和ケア病棟に転院していただいた。

・がんによる精神的ストレスに、震災による苦痛が加わり、対応に苦慮したケース
もあった。

その後の状況と現状

・懸念された医薬品不足に陥ることなく、2週後には通常に復帰した。
・東北がんネットワークにより作成されたがん相談窓口連絡先を記したチラシを
各がん診療連携拠点病院および患者家族会と災害派遣医師により沿岸部の
各避難所に配布した。

・現在も戻る住居のないがん患者さんが長期入院を余儀なくされている。
・特に沿岸地区被災地のがん患者さんのフォローアップが不十分である。
・今後、がん診療連携拠点病院および診療所・避難所との密接な連携をはかり、

患者さんが震災のためにがん難民にならないように日々頑張って参ります！
今後とも皆様方のご支援・ご協力をお願い致します。

医療支援における医療救護体制とその運用ー岩手県の場合ー

資料提供：岩手県立中央病院（がん化学療法科長 加藤誠之先生から入手）
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入院 外来 計

宮 古 市 29 10 39

山 田 町 18 6 24

大 槌 町 10 11 21

釜 石 市 24 9 33

大 船 渡 市 4 6 10

陸 前 髙 田 市 5 11 16

盛 岡 市 5 11 16

そ の 他 県 内 1 10 11

県 外 5 18 23
計 101 92 193

資料：岩手県立中央病院ー同院がん化学療法科長 加藤誠之先生から入手ー一部抽出

被災直後（３月１１日～２７日）の岩手県立中央病院における
被災地からの入院・外来患者の受入・受診状況

福島県立医科大学の対応

臨床腫瘍センター

石田 卓

震災直後のがん治療

• 手術：全面中止

• 放射線治療：治療機械破損により中止

• 化学療法：施行可能

– 実際には外来患者は来院できず

– 入院治療もほとんど延期/一時退院

– 薬品不足はないがミキシング用のフードは破損

– 最低限の採血検査は可能であった

原発爆発→避難地域の患者受け入れ

• 放射能のカウントをどうするか？

• 高濃度被ばく者の除染対策をどうするか？

• 避難してきたがん患者の受け入れ、転送

• 病院・施設入所老人などの移動の中継

• 職員の安全確保

ボディカウンター搭載車と
自衛隊の水タンク車と
簡易除染テント

現在の問題

• 子供の甲状腺癌、白血病は増えるのか？

• がん患者は長期的に増加するのか？

• 食べ物、水は摂取して大丈夫か？

• 風評被害はおさまるのか？

– 医学部入学辞退者の発生

– 一部の医師の県外避難

患者・医療従事者・すべての住民で

診療経験から得られた様々な課題

患者の被災（家族死亡、自宅全半壊、自家用車流出）

治療継続困難（交通事情、経済的、精神的）、精神的支援が不足

医療機関全半壊、一部損壊、医療従事者やその家族の被災

診療情報の消失

地域のライフライン停止

公共交通機関の機能停止

他の医療機関の負担増大

通常診療の中断や延期（がん治療の中断や延期）

医療機関では把握できない被災地の患者の状況（電話不通）

36C. ISHIOKA, Tohoku Univ.
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１．病院対象のアンケート

２．がん患者のための窓口案内

３．被災地病院との意見交換会

東北地方のがん診療連携活動

東北がんネットワークを中心とする 東北地方のがん診療連携活動

H20‐22        H22‐
会 長 久道 茂→嘉山孝正
事務局 東北大学→山形大学

東北がんネットワークのメーリングリストを活用 対象： ３５病院 県別 ：宮城１３、岩手８、福島６（被災３県），山形５、青森２、秋田１

津波沿岸部８、非津波沿岸部（内陸部）２７

がん拠点病院２３、非がん拠点病院１２

調査時期：平成23年4月1日～1週間

平成23年3月31日（大震災から20日後）の状況を回答

質問項目：１２項目（２～５選択肢／項目）

１．病院の被災状況・復旧状況

建物の障害、ライフライン、検査機能、医療従事者

２．がん診療機能

手術、放射線治療、化学療法、緩和医療

３．震災後のがん診療状況

患者受入状況、受入能力、患者の状態、紹介状況

４．今後、必要な対策（選択肢と自由記載併用）

東北がんネットワークによる病院対象のアンケート

東北がんネットワークＨＰに公開

１．建物の障害
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中等度
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ほぼ正常

病院の被災状況・復旧状況
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２．ライフライン

病院の被災状況・復旧状況
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３．検査機能

病院の被災状況・復旧状況
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ほぼ同じ

４．医療従事者の充足

病院の被災状況・復旧状況
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１．手術

がん診療機能の状況
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２．放射線治療

がん診療機能の状況

３．化学療法

がん診療機能の状況
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ほぼ震災前と同じ

４．緩和医療（緩和ケアチーム）

がん診療機能の状況

１．震災直後のがん患者受入状況

震災後のがん診療状況
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緩和ケア・合併症治療

積極的がん治療

２．受入がん患者の診療状況

震災後のがん診療状況
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３．がん患者の他院への紹介状況

震災後のがん診療状況
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受入困難

若干受入可能

積極受入可能

４．3月31日時点のがん患者受入能力

震災後のがん診療状況
今後、必要な対策（選択、複数回答可）

１．拠点病院への受入体制整備（３２票）
２．相談窓口の整備（２８票）
３．医師会との連携（２４票）
４．在宅から入院への一時受入体制（２３票）
５．現地に相談窓口開設（２１票）
６．専門医派遣など人的支援（１９票）

自由記載
中期的な居住環境の整備（宮城・石巻）
がん患者を含めて医療依存度の高い方へ優先的配慮（宮城・石巻）
仮設住宅がん診療連携拠点病院までの交通手段の補助（宮城・石巻）
がん診療に協力可能な地域病院との連携、人的支援（宮城・石巻）
原発事故により離脱していく医師の補充（福島・いわき市）
非常勤医師の交通手段（福島・いわき市）
被災患者の診療情報が乏しい（福島・会津）
災害時の外来化学療法など広域ネットワーク（山形・大学病院）
被災地であっても可能な限りがん治療を行うべき（特に緩和ケア）（岩手・大船渡）
病院機能の早期回復に行政は全力を（岩手・釜石）
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１．がん拠点病院の多くは内陸部にあり津波被害から逃れた

２．機能障害は内陸部より沿岸部に顕著

２．内陸、沿岸に関わらず一部の病院で地震による被害高度

３．ライフラインは優先的に復旧された

４．手術の遅延は、被災３県（とくに沿岸部）に顕著だが日本海側の病院でも見られた

５．放射線治療遅延は、被災３県（とくに沿岸部）に見られたが早期に復旧

６．化学療法の遅延は、被災３県（とくに沿岸部）に見られたが比較的早期に復旧

７．緩和ケアの遅延は、被災３県（とくに沿岸部）に見られたが比較的早期に復旧

８．患者の受け入れ先は被災県内の他の病院

９．受入患者に積極的治療のほか緩和ケアや合併症治療

１０．福島県では他院への紹介率、県外への紹介率高い

１１．被災県沿岸部では受入能力低下

１２．非がん拠点病院にも受入協力可能な病院あり

東北がんネットワークによる病院対象のアンケート
まとめ 放射線治療：１週間遅れ

抗がん剤治療：２週間遅れ

手術：１か月以上遅れ

緩和ケア（院内）は２～３週遅れ

緩和ケア（在宅）は一部の地域で高度な機能不全

受入医療機関は、被災地の拠点病院が主体

転出も被災地拠点病院から、非被災地域の拠点病院

→まずは地域の連携、次に地方の連携、全国区の連携はその次

→慢性疾患対応の医療支援チームの構築

東北がんネットワークの活動から明らかになったこと

56C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

災害規模に合わせた階層的連携が必要

１．病院対象のアンケート

２．がん患者のための窓口案内

３．被災地病院との意見交換会

東北地方のがん診療連携活動

国立がんセンターがん対策情報センターのがん診療連携拠点病院の情報

日本臨床腫瘍学会の専門医による支援活動
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Imamura CK and Ueno NT. Nat Rev Clin Oncol. 8 :387‐8, 2011. 

病院

がん相談
窓口

患者

医師会

東北がんネットワーク運営委員会（運営委員長は秋田大学・廣川 誠先生）が中心

山形大学の根本建二教授（運営委員、代表代行）が原稿作成（事務局）

NPO法人東北臨床腫瘍研究会が印刷発注、配送手配

被災3県を中心に配送（運営委員の岩手医大・伊藤薫樹先生、福島医大・石田 卓、
東北大・石岡）

東北大学病院化学療法センター ニュースレター回光（えこう）平成23 年7 月15 日発行

３月２３日がん診療相談室の電話番号
等の情報をテレビのテロップにて告知開
始

３月２２ 日（火）～４月１５日（金）

７０件（延べ件数）通常に比べ、震災関係
の件数の分が多くなった。

特に、マスメディアでの広報の後に相談
件数が増加する傾向が見られた。

がん診療相談室長 森 隆弘

宮城県のＨＰから
疾病・感染症対策室

がん対策班

MDアンダーソ
ン・上野氏

慶應大・今村氏

64
C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

宮城県がん診
療連携協議会

がん患者のための窓口案内に関して

１．震災直後から国立がんセンター、学会（専門医会）、東北がん
ネットワークなどががん患者の診療に対応できる医療機関や
専門医の情報を提供

２．インターネットは詳細な情報を早く出せるが、停電の状況や
高齢者が多い被災地での閲覧は限定的

３．テレビの字幕テロップは広報性が高いが情報少ない。
４．インターネットおよびテレビは停電地域や津波被害地域では無効
５．紙媒体（チラシやポスター）は作成にコストと時間が掛かる

対策（提案）→

災害規模に合わせた（がん）患者用、医師会用、病院窓口用の
パンフレットや手帳を事前に作成して配布しておく。

がん薬物療法専門医の活動
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日本臨床腫瘍学会の専門医による支援活動 都道府県 施設数 医師数 都道府県 施設数 医師数 都道府県 施設数 医師数

北海道 7 12 石川 2 4 岡山 8 14

青森 0 0 福井 1 1 広島 5 7

岩手 2 2 山梨 0 0 山口 2 5

秋田 1 3 長野 2 2 徳島 1 3

山形 1 1 岐阜 6 10 香川 3 3

宮城 0 0 静岡 4 5 愛媛 3 8

福島 0 0 愛知 10 11 高知 1 1

茨城 1 1 三重 2 2 福岡 12 20

栃木 2 2 滋賀 0 0 佐賀 2 2

群馬 3 3 京都 5 10 長崎 6 6

埼玉 2 6 大阪 16 28 熊本 1 2

千葉 3 3 兵庫 3 4 大分 1 1

東京 15 22 奈良 1 1 宮崎 2 3

神奈川 10 13 和歌山 1 1 鹿児島 0 0

新潟 2 3 鳥取 1 1 沖縄 0 0

富山 4 6 島根 1 3 合計 155 235

４１都道府県１５５施設２３５人（がん薬物療法専門医１８７人）
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2
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9
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7

4

2

2

2

2

1

1

1

2

5
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1

1

1

2

6

2

7

6

2

1

1

都道府県別回答者数

１０４／５８６がん薬物療法専門医（１７．７％）
３５／４７都道府県 十分な治療歴・画像を添付

できないこともしばしば

学会メーリングリスト
の利用

福島県立医科大学
腫瘍センター長 石田 卓先生
からのスライド

はい
84%

いいえ
16%

勤務先はがん診療連携拠点病院ですか。 JSMOの「がん薬物療法を提供可能な医師」
に登録しましたか。

はい
71%

いいえ
29%

震災で被災した患者さんを何人診療しま
したか（主治医かそれに準ずる役割）。

0人
65%

1～3人
25%

4～9人
3%

10人以上
7%

担当した質問４の患者さんはどこから来
ましたか（複数選択可）。

福島県
51%

宮城県
33%

岩手県
5%

その他
11%
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震災で被災した患者さんに対してどのような
医療を提供しましたか（複数回答可）。

診断
19%

がん薬物

療法

47%

放射線治

療

12%

手術
0%

緩和ケア
18%

その他
4%

患者さんは、JSMOの「がん薬物療法を提

供可能な医師」（上記）のリストを参照に
して受診された方ですか。

いいえ
67%

はい一部
5%

はい全部
6%

不明
22%

1

1

1

1

1
1

1

1

1

1

3

5

1

1

1

2

4

1

1
1

3

1

1
1

１～３人

４～９人

１０人以上

被災地からのがん患者を診療した専門医数

診察した被災地の
がん患者数別
専門医数（四角内の数字）

（患者数別）

東日本大震災に関連するがん薬物療法専門医会に対するアンケート結果

まとめ

１．平成２３年６月２８日～７月１４日

２．回答率：１７．７％（１０４／５８６）

３．８４％ががん診療連携拠点病院に勤務

４．７１％が震災直後にＪＳＭＯの「がん薬物療法を提供可能な医師」に登録

５．３５％が被災地から患者の診療を担当

６．診療した患者の被災県は５１％が福島県、３３％は宮城県

７．診療を担当した回答者の４７％が、がん薬物療法を実施

８． JSMOの「がん薬物療法を提供可能な医師」を参照しての受診は数％

→災害に備えた事前の準備が必要ではないか

１．病院対象のアンケート

２．がん患者のための窓口案内

３．被災地病院との意見交換会

東北地方のがん診療連携活動

東北がんネットワークによる被災地域病院との意見交換

宮城県石巻地区

（平成２３年４月９日、１５日）

岩手県・釜石地区

（４月２１日）

福島県いわき地区

（５月１３日）

福島県相馬地区

（５月１９日） 福島第１原発事故
による影響大

東日本大震災の大津波
による影響大

77C. ISHIOKA, Tohoku Univ.
東北がんネットワークＨＰに掲載（http://tohoku‐cancer.com/）

宮城県医師会報 ２０１１年６月号（通巻７８５号）３３８－２４１頁、論説

もしも石巻に大地震が起こったら
石巻赤十字病院医療社会事業部長 石井 正

平成２２年１１月２５日 （気仙沼）日本医師会生涯教育講座・救急医療医師研修会

災害拠点病院と全国ＤＭＡＴチームの関係

日本ＤＭＡＴと日赤の関係（自らは日本ＤＭＡＴの統括ＤＭＡＴ）

問題指摘：

「石巻市と周辺市町村の防災計画にはＤＭＡＴの記載なく、国の方針と乖離・・・

例えば今日、宮城県沖地震が発生しても、日本ＤＭＡＴと石巻地域との救護活動に

関する取り決めが全くないため、混乱は必至・・・地震は待ってくれない」

石巻地域災害医療実務担当者ネットワーク協議会の立ち上げ

この原稿は震災１週間前に寄稿

平成２３年２月１２日に宮城県の災害医療コーディネーターの委嘱（６人目）

「県北沿岸ブロック」担当
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宮城県ＨＰ保健福祉部医療整備課から

全国の災害派遣医療チーム
（DMAT:Disaster Medical Assistance Team)による医療支援

被災県外からの支援

避難所中心（非仮設住宅）

79C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

３．化学療法

がん診療機能の状況
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大部分縮小

一部縮小

ほぼ震災前と同じ

東北がんネットワークのアンケート

石巻赤十字病院は

震災３週間後に唯一化学
療法を再開できなかった
がん診療連携拠点病院

（１）石巻赤十字病院は地域の災害拠点病院として当面は急性期疾患の対応を中心に

診療を行う。

（２）診療体制は整ってきたが、被災者が多く、避難所暮らしや交通手段が確保できな

い、日々の生活に追われて治療に専念できない患者が相当いる。

（３）呼吸器内科医、消化器内科医、腫瘍内科医、化学療法チームの派遣の要望。

（４）放射線治療に関しては、現時点では施設やマンパワーの点で何とか対応。

（５）在宅緩和ケアに精力的な開業医グループ医院が被災したため、大幅に制限。

（６）東北がんネットワークの活動として、今後、未受信患者の掘り起こしのために石巻赤

十字病院から保健婦を通して難所等に相談窓口に紹介のパンフレットを配布する。

今後も、この地区のがん治療の在り方について継続的に検討することになった。

石巻地区意見交換会（１）
日時：平成23年4月9日
場所：石巻赤十字病院
参加者：石井 正（ジェネラルリスクマネージャ）、石岡千加史（司会）、森 隆弘、

加藤俊介、有賀久哲（以上、東北大学）、根本建二（山形大学）、蒲生真紀夫（大崎市
民病院） 敬称略

目的：被災後の石巻地区のがん治療の状況調査とニーズや今後の対応についての
意見交換

81C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

石巻地区意見交換会（２）

日時：平成23年4月15日（金）
場所：石巻赤十字病院
参加者：石井 正（石巻赤十字病院GM）、赤羽武弘（石巻市立病院消化器部部長）、
児玉英謙（石巻市立病院外科部長）、神部真理子（仙石病院腫瘍内科部長）、
森 隆弘（東北大学病院がんセンター）、加藤俊介（東北大学病院腫瘍内科副科長）、
有賀久哲（東北大学病院放射線治療副科長）、吉岡孝志（山形大学病院腫瘍内科長） 、
司会：石岡千加史（東北大学病院化学療法センター長、腫瘍内科長） 敬称略

地域のがん医療に付いての現状を把握し、課題を整理して対策の検討

抗がん剤治療の対策（次スライド)

プライマリ・ケアと在宅ケア（緩和ケア）の課題は深刻

放射線治療は大きな問題なし

東北大学病院が抗がん剤治療を支援（腫瘍内科、胃腸外科）

82C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

石巻赤十字病院

石巻市立病院仙石病院

東北大学病院

宮城県石巻地区の外来化学療法支援

旧第２外科系

旧第１外科系腫瘍内科系

主に消化器癌の化学療法

月延べ９００件

月延べ３００件

月延べ１５０件月延べ１００件

患者紹介の流れ

医師派遣の流れ
83C. ISHIOKA, Tohoku Univ.
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災害拠点病院を周辺から後方・側方支援、支援チーム

各専門領域のコーディネータ（がん領域にも）

日頃からの診療領域ごとの連携強化

災害時の患者のためのパンフレット配布、相談窓口の強化

診療情報のバックアップ（石巻市立病院の事例）

診療情報の相互利用（画像データのクラウド管理）

診療情報（文字情報）のメモリー化

医療以前にライフラインの復旧、整備

医療機関のライフライン（ガソリン供給も）優先

現場の状況変化は早い（事前対策と迅速実践）

ただし、福島県南相馬市では原発問題の収束が不可欠

被災地域病院との意見交換会から必要と考えられたこと

85C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

医薬品売り上げからみた
東日本大震災のがん医療への影響

協力 製薬企業７社

ヤクルト、中外製薬、第一三共、大鵬薬品
武田薬品、小野薬品、ノバルティスファーマ
ブリストルマイヤーズ
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抗がん剤以外（主に生活習慣病薬） 抗がん剤など悪性腫瘍関連薬剤

避難地域

避難準備地域

注射薬のほうが内服薬よりも治療の現状を反映しやすい

抗がん剤は製薬協会などからの無償供給が無く、治療の現状を反映しやすい

医療機関の在庫状況や年度末一括購入などの影響

製薬会社の販売促進活動などの影響

薬価ベースの場合、薬価改定の影響（数量ベースが良い）

データの解釈の際のバイアス等

→がん薬物療法への影響について、詳細な調査が必要

被災県全体で見ると、震災の影響は限定的かつほぼ回復
地域別では、沿岸部のがん薬物療法への影響が明らか
内陸部の拠点病院が対応

医薬品の地域別・月別売り上げから見えたこと
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患者の会による被災地、被災患者への支援活動

１．One worldプロジェクト

２．｢キレイの力｣プロジェクト

３．岩手ホスピスの会

患者さんを直接支援する活動
One worldプロジェクト

お問合せ：1WPro2011@gmail.com
ブログ：http://oneworldpro.jugem.jp/

【発起人有志一同】
北村奈央子（東北大学病院 化学療法センター 薬剤師）
桜井なおみ（NPO法人HOPEプロジェクト代表・乳がんサバイバー）
佐治重衡（埼玉医科大学国際医療センター 腫瘍内科）
谷野裕一（公立那賀病院 乳腺呼吸器外科医長）
寺田真由美（KMaCS代表・乳がんサバイバー）
三好綾（NPO法人がんサポートかごしま理事長・乳がんサバイバー）
（五十音順）

【協賛】公益財団法人日本対がん協会

【後援】Ｊ-ＣＡＮ
（Japan Cancer Action Network）

資料提供：桜井なおみさん

◆プロジェクトの経緯
•４月上旬、東日本震災により未定となった
日本乳癌学会の仙台での開催を応援したいと
ツイッターで話し合っていた発起人メンバー
がメールで連絡。
•４月７日、発起人メンバーの桜井さんが
東北大学病院化学療法センターに勤務していた
薬剤師・北村さんと連絡を取り合い、被災地の
状況、がん患者さんのニーズを聞く。

◆支援物資内容と送付状況について
• 朝日新聞、読売新聞、TBSの番組紹介され、３週間足らずで、ウィッグ

約1700点、帽子約5000点が個人、団体、企業から寄贈される
• ６月10日までに、ウィッグ約1470点、帽子約3600点を以下に送付

【宮城県】 東北大学病院、宮城県立こども病院、仙台オープン病院、
宮城県立がんセンター、石巻赤十字病院、公立刈田綜合病
院、仙台医療センター

【岩手県】 岩手医科大学病院、岩手県立中央病院
【福島県】 福島県立医科大学付属病院・福島県労災病院、坪井病院、

竹田綜合病院、綜合磐城共立病院、星総合病院
【茨城県】 日立総合病院
【山形県】 米沢市立病院、山形県立中央病院、三友堂病院 東北大学病院化学療法センター ニュースレター回光（えこう）平成23 年7 月15 日発行

One World Projectに賛同

がん診療相談室が患者窓口

かつらのフィッティングは化学療法センター看護師

医療用かつら支援
（ワンワールドプロジェクトより）

患者さんの了解
を得て撮影

これ全部医療用かつらです

福島県立医科大学附属病院における活動 （石田 卓先生から）

ウィッグお届け
時の患者さんから
のメッセージ報告

各校訪問（がん
体験を聞く機会づくり)

ウィッグお届け時の患者
さんからのメッセージ報告

ウィッグの一部に使う髪
の寄付、活動に参加
して感じたこと

ウィッグとサポーターの
皆様の気持ちをお届け

サポーターの皆様
へのメッセージ

がん治療中の女性

個人の方／企業の
労働組合や社員の

ボランティア／企業／
Ｐ＆Ｇパンテーン

看護学生(半年間パンテーン

製品でヘアケアし髪を伸ばす)

美容師を目指す学生
(ヘア・カットを担当)

㈱スヴェンソン
(ウィッグ製作)

※学校単位で参加

ウィッグを受けとられた
女性が､翌年看護学校で
｢がんとの生活｣について
お話し下さることも。

ウィッグ製作の
ための寄付

最初にウィッグを

お贈りした女性達
(前列)

今年は被災地の女性に
ウィッグをお届けします

ウィッグ
が必要な患者
さんとの橋渡し

東北がんネットワーク
(現地のニーズ把握＆
協力医療機関の紹介)

がん治療中の女性にウィッグを贈る

｢キレイの力｣プロジェクト

「キレイの力」プロジェクト主宰

NPO法人キャンサーリボンズ Ｐ＆Ｇパンテーン
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被災地サロン報告 代表 川守田裕司
５月１５日（日曜日） の例
【ボランティア参加者】 １３名 【借上げ車】 4台
【ボランティア訪問先】陸前高田市
① 陸前高田第一中学校避難所（５００名）日中、２００名程度
② 竹駒地区仮設住宅（５００名） 支援物資としてパンの依頼あり。
③ 長部小学校避難所（３００名）日中、１２０名程度
④ 下矢作多目的研修センター避難所（５００名）日中、１００名程度。
【支援物資】
タオル帽子４００個、タオル３００枚、タオルマフラー５０枚

コーヒー５００杯分、チーズ４００個、味付き玉子１００個、ミニパン２００個、生卵９００
個・カップ麺２００個・調味料（避難所賄いから依頼あり持参）

避難所にいるがん患者さんや、避難所から自宅に帰って療養し
ているがん患者さんを特定することは困難なので、今回のように患者
さんと特定せず、みなさんにタオル帽子を配布するなかで、サポート
を希望するがん患者さんの申し出があれば以下を紹介。

１．国立がん研究センターの転院希望者向けホットライン
２．日本緩和医療学会の被災者向け緩和ケア電話相談
３．東北がんネットワークの被災地のがん患者さんの抗がん剤治療
やその支持療法を引き受ける病院リスト

岩手ホスピスの会
被災地へ届けホスピス 事務局長 吉島美樹子

「どうしてホスピスの会がここで活動しているの？」・・人の心に寄り添うことがホスピスの
会の活動と原動力・・「だから私たちは今、被災地の皆さんと共にここにいるのです」何も
特別な事はありません。・・・会員さんはじめ全国から、私たちの活動に共感し、様々な形
で支援を頂いております。支援くださる皆さまに、被災者と共に、深く・深く・・感謝いたしま
す。

被災地サロン報告

被災地の瓦礫はものすごいスピードで片付き、削り取られた道は新しくアスファルトが敷
かれ真新しいガードレールに違和感を感じる。人は誰もどこにもいない・・・。この復興の
スピードに人の心はついていけないでいるのではないか？どこかに置き去りにされ孤独
と不安に悲鳴をあげているのではないか？
医療に取り残された患者のこころのようだ・・・。

震災から１００か日を迎えた避難所で
生花を配布するホスピスの会ボランティア）

１．被災患者や被災者への支援活動は様々な形

２．特定非営利活動～有志（ボランティア）

３．公的または民間財源の活用、資金調達に難も

４．患者の会と医療従事者の会との協力が有効

→日頃から更なる交流が必要（がん患者サロンなど）

課題： 忙しすぎる医師、医療従事者、時間がない患者

患者の会による被災地、被災患者への支援活動
（感謝）

拠点病院 拠点病院

診療所病院診療所病院

患者

被災地域

行 政
国、都道府県

医療機関
ボランティア
患者団体
NPO, NGO

支援
連携

連携

DMAT
慢性期医療支援チーム

支援
人的、物的
財源確保
制度緩和

ボランティア
患者団体
NPO, NGO

今回の大震災から学ぶ災害時医療の課題

１．災害規模の想定の見直し

２．地域医療連携の強化（市町村レベル、県地方レベル）

３．全国規模の連携の強化

４．地方行政との連携強化

５．患者の会やボランティア活動との連携

６．情報手段の確保（災害に弱い携帯電話やインターネット）

７．交通手段の確保（ガソリン優先供給）

８．非常用電源、自家発電装置の整備

９．医療より先に、生活環境整備

復興に向けての取り組み

ー宮城県の場合ー
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宮城県震災復興計画（第２次案）

■ 基本理念

１ 災害に強く安心して暮らせるまちづくり

２ 県民一人ひとりが復興の主体・総力を結集した復興

３ 「復旧」にとどまらない抜本的な「再構築」

４ 現代社会の課題を解決する先進的な地域づくり

５ 壊滅的な被害からの復興モデルの構築

■ 計画期間・目標年度

平成３２年度までの１０年間

（復旧期（３年），再生期（４年），発展期（３年）に区分）

宮城県震災復興会議 平成23年5月2日設置

被災地における地域医療復興の方向性について

宮城県医療整備課（平成23年5月18日）
【短期的課題】

１．避難所や仮設住宅における生活の長期化に対応した医療活動

（１）医療救護班の確保

（5／18全県で59チーム撤退の方向、巡回バス運行、地域の診療体制へ）

（２）仮設診療所の設置（国１次補正 １４億円）

（石巻市立病院、南三陸町、僻地診療所11カ所中7カ所休診、夜間急患センター）

（３）入院病床の確保 （使用不能病床数：石巻469、気仙沼73、南三陸126）

（４）こころのケアの体制整備

（保健衛生システム再構築、こころのケアチーム、保健師派遣全県で8チーム）

２．医療従事者の流出防止対策（国１次補正 ５００億円）

３．医療機関の早期再開に向けた対策（国１次補正 １００億円）

（診療所：石巻１３４中３７廃止・休止、気仙沼４５中１５廃止・休止）

宮城県地域医療復興検討会議（第１回）

被災地における地域医療復興の方向性について

宮城県医療整備課（平成23年5月18日）【中長期的課題】

１．自治体病院等（★）の統合・再編等による医療資源の再配備（集約化、機能分化）
（国１次補正 ７０億円）

（１）石巻市立病院 （一般２０６床 休止中）
（２）石巻市雄勝病院 （療養４０床 現施設廃止）
（３）石巻市牡鹿病院（一般２５床 通常）
（４）女川町立病院 （一般５０床＋療養４８床通常、H24に診療所化＋老健１００床）
（５）気仙沼市立病院 （一般４４７床＋感染４床 通常、新築移転予定）
（６）気仙沼市立本吉病院 （一般３８床 休止）
（７）公立志津川病院（一般７６床＋療養５０床 現施設廃止）
（８）石巻赤十字病院 （救命救急センター等拡充予定）
（９）民間医療機関

２．地域医療連携体制の構築・強化
病病連携、病診連携、在宅医療の推進等
大学における人材育成、研修機能との連携

＊地域医療再生基金 上限額１２０億円
（１５億円の前倒し交付、事業最終年度Ｈ２５の延長要望）

宮城県地域医療復興検討会議（第１回）

全国平均 総数217.5 医療施設206.3人
東北6県

被災3県

厚生労働省ＨＰから引用

‘西高’

‘東低’

医師数からみた東北地方の医療の現状

高い
高齢化率

地域医療再生 ー将来に向けてー

大震災の影響の分析はこれから（多角的、長期的分析が必要）

津波被災地の再建と病院機能の再建は相互依存

財源確保（被災３県の平成２３年度地域医療再生予算の増額）

復旧ではなく復興（新しい地域医療モデル、医療特区）

地域差（被災状況、地理的状況、都市部との関係、地域経済産業）

県主導の再生計画（宮城県震災復興会議と同計画）を支援

大学や医師会の連携が不可欠

113C. ISHIOKA, Tohoku Univ.

震災復興と連動した個別化医療の新たなプロジェクト「東北メディカル・メガバンク構想」
を東北大学が報告した。患者のゲノム情報と診療情報を一元管理する「複合バイオバン
ク」を同大学に整備し、バンクの医師やコメディカルスタッフを被災地域の医療機関に派
遣して、地域医療を支援ながらデータを収集する。医療情報担当者や臨床研究支援者
の養成にも取り組む。

内閣府（6月16日）

医療イノベーション会議 「医療イノベーション推進の基本的方針」

“日の丸”医薬品・医療機器を世界に発信し、医療分野を経済成長を担う新たな
成長産業に育てることを目指す。

１．世界に通用する技術の実用化体制の整備
２．短期的な成果を上げるための重点的支援
３．縦割りを排除した産学官連携と重点分野への大胆な予算投入や規制改革
４．東日本大震災復興プランとの連携

を４原則に位置づけた。
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福島県立医科大学、岩手医科大学、山形大学、秋田大学、弘前大学、慶応大学、ＭＤアンダーソン
がんセンター

石巻赤十字病院、石巻市立病院、仙石病院、仙台医療センター、宮城県立がんセンター、大崎市
民病院、東北労災病院、みやぎ県南中核病院、東北厚生年金病院、気仙沼市立病院、塩竃明石病
院、利府掖済会病院、仙台赤十字病院、宮城県立循環器・呼吸器センター、東北大学病院、岩手
医科大学附属病院、岩手県立中央病院、岩手県立中部病院、岩手県立大船渡病院、岩手県立釜
石病院、岩手県立久慈病院、岩手県立宮古病院、岩手県立磐井病院、福島県立医科大学附属病
院、いわき市立磐城共立病院、福島労災病院、南相馬市立総合病院、渡辺病院、福島県厚生連鹿
島総合病院、公立相馬病院、太田西ノ内病院、会津竹田総合病院、星総合病院、山形県立中央病
院、山形市立病院済生館、山形県立新庄病院、日本海総合病院、秋田大学医学部付属病院、弘
前大学医学部付属病院、青森県立中央病院

宮城県保健福祉部 疾病・感染症対策室 がん対策班、岩手県医療局

One World Project、NPO法人キャンサーリボンズ、岩手ホスピスの会、カトレアの森

ヤクルト本社、ブリストルマイヤーズ、大鵬薬品工業、中外製薬、小野薬品、
第一三共、ノバルティスファーマ、武田薬品

株式会社・アベキ

謝 辞

情報提供、アンケート調査、現地視察への御協力に感謝いたします。

東北がんネットワーク（運営委員会、化学療法専門委員会）

宮城県がん診療連携協議会・化学療法部会

NPO法人東北臨床腫瘍研究会

厚労科研費「東北地方のがんネットワークによる化学療法の均てん化事業」（石岡班）

日本臨床腫瘍学会、日本臨床腫瘍学会専門医会

東北大学病院（がんセンター、化学療法センター、腫瘍内科、総務課）

東北大学加齢医学研究所臨床腫瘍学分野

感 謝

被災地への御支援に感謝いたします。

御清聴ありがとうございました。

118C. ISHIOKA, Tohoku Univ.


